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第２ 業務の目的、内容に関する事項 

 

１. プロジェクトの背景 

パレスチナには約11万社の企業が存在し、うち97%は従業員20名未満の零細中小企業1である。零

細中小企業のGDPへの貢献度は24%程度で推移しているが、労働者の87%の雇用を占める等、雇用創出

源として重要な役割を果たしている。パレスチナの安定した国家建設のためには、このようにパレ

スチナの社会・経済において重要な役割を果たす零細中小企業の育成・強化が喫緊の課題となって

いる。一方で、パレスチナでは失業率が20％前後で推移しているほか、零細中小企業は、脆弱な経

営基盤、経営管理能力の不足、マーケット情報の不足、金融アクセスの欠如等、様々な課題を抱え

ており、零細中小企業の育成・強化が極めて重要な課題となっている。 

また、パレスチナ市場の規模は限られていることから、多くの企業が新規市場開拓のため海外へ

の輸出の必要性を感じており、マーケティングや品質改善に関する研修やアドバイス、コンサルテ

ーションの必要性が認識され始めており、こういったニーズは増加傾向にある。しかし、パレスチ

ナにおいては、これらを含んだビジネス研修、コンサルテーション等の零細中小企業向けのサービ

スはあるものの、安価なサービスについてはその研修内容のレベル等の質が悪く、また質の良いサ

ービスは高価なため、多くの零細中小企業が受けられない状況にある。 

このような背景の下、2010年にパレスチナ自治政府(PA)国民経済庁 (Ministry of National 

Economy：MONE) が国際労働機関（ILO）の支援を得て実施した調査において、零細中小企業機構 (MSME 

Agency) の設立が提案され、2011年5月には、MONEとILOは同機構設立に係るプロジェクト・ドキュ

メントを作成し、内閣により承認された。これを受け、MONEは2011年8月、MSME Agency設立とその

実施能力向上や、零細中小企業のビジネス開発サービス（Business Development Dervice: BDS）2へ

のアクセス向上等を目的とした支援を日本政府に対し要請した。当時のMONEの意向としては、零細

中小企業に焦点を当てた政策面での対応を進めていくと同時に、これまで主にNGO等がドナー資金を

活用して行ってきたBDSのあり方を改善したいというものであった。 

JICAは、上記要請を受け、2012年2月に基礎情報収集調査を行い、協力の内容として、MSME Agency

の組織設立、MSME関連の政策・法整備、商工会議所が提供するBDSに対する零細中小企業のアクセス

向上をMONEが希望していることを確認したものの、2012年6月にはMONEから、上記協力内容の多くが

2012年7月から開始予定の世界銀行のプロジェクトと重複しているため、その協力内容を、零細中小

企業のBDSへのアクセス向上に絞りたいとの要望があった。  

本案件は、マーケティングや品質・生産性向上等に関して質の高いBDSを零細中小企業へ提供でき

る体制を構築すべく、パレスチナ内におけるBDS提供者を育成することを目的としている。 

 JICAは2012年9月にプロジェクトの詳細内容およびプロジェクト実施に関する体制状況等を確認

し、プロジェクトの妥当性を確認した上で、プロジェクトの基本計画、実施体制、双方の責任分担

等について、パレスチナ側と合意し、2013年6月に協力の枠組み・内容について定めた討議議事録（以

下、R/D）を署名した。 

 

                                            
1 2013 年現在におけるパレスチナでの従業員の数による企業規模の定義は、以下のとおりである。 

零細企業：1～4 人、小企業 5～9 人、中企業：10～19 人、大企業：20 人以上 
2 ビジネス開発サービスとは、企業向けのセミナーや企業への診断や指導などのサービスを総称し

たものをいう。通常、金融支援はその定義の中に含まれない。 
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２. プロジェクトの概要 

(1) 上位目標 

パレスチナ全土の零細中小企業が質の高いBDSを受ける。 

 (2) プロジェクト目標 

育成されたナショナルエキスパート（詳細は後述）により、零細中小企業に対して質の高いBDS

が提供される仕組みが整う。 

 (3) 期待される成果 

成果 1：当該プロジェクトの運営管理体制が整備される。 

成果 2：零細中小企業へ BDSを提供すると共に他の BDS提供機関（本プロジェクトにおいて研修を

受講しなかった地方商工会議所等の機関）への研修を行うナショナルエキスパートが育

成される。 

成果 3：企業への BDS提供に関する活動計画（コンサルテーション・アクションプラン）が策定さ

れる。 

成果 4：他の BDS提供機関における BDS提供者の育成に関する活動計画（アウトリーチ・アクショ

ンプラン）が策定される。 

(4) 活動の概要 

1) 成果 1に係る活動：プロジェクト運営管理体制の整備 

1-1 現状の BDSの提供・斡旋機関並びに零細中小企業に関するベースライン調査（これら機関並

びに零細中小企業の BDSへのニーズ調査を含む）を実施する。 

1-2 カウンターパート機関間およびこれら機関における関係者間の役割分担及び BDSの提供・斡

旋機関における実施体制を検討・確定する。 

1-3 Technical Committee(TC)のメンバー（詳細は後述）を検討・確定し、TCを設置する。 

1-4 他ドナー（世界銀行、GIZ、AFD等）との連携を担当するカウンターパート機関の担当者を決

定し、他ドナーとの連携の方法について検討する。 

 

2) 成果 2に係る活動：ナショナルエキスパートの育成 

2-1 デモセミナー（アウェアネスキャンペーン）（詳細は後述）を計画・実施する。 

2-2 BDSに関する研修（講義及び企業診断・指導の OJT）の方針・計画を策定する。 

2-3 BDSに関する講義（ビジネスコース及びテクニカルコース）を実施する。 

2-4 モデル企業の選定3と企業診断・指導の OJTを実施する。 

2-5 ナショナルエキスパートによる、研修成果を普及するオープンセミナーの企画及び講演を行

う。 

 

3) 成果 3に係る活動：コンサルテーション・アクションプランの策定 

3-1 ナショナルエキスパートが零細中小企業へ BDS を提供する方法を検討・確立する。 

3-2 BDS提供に関するモニタリング体制を検討・確立する。 

 

                                            
3 モデル企業の選定は、TCによって行われる。 
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4) 成果 4に係る活動：アウトリーチ・アクションプランの策定 

4-1 他の BDS提供機関における BDS提供者の育成に関する方法を検討・確立する。 

4-2 他の BDS提供機関における BDS提供者の育成に関してのモニタリング体制を検討・確立する。 

 

（5）対象地域 

 パレスチナ西岸地区：ラマッラ、ヘブロン、ナブルス等を予定。 

 

（6）カウンターパート機関・受益者 

 下記団体の職員及びそのメンバー企業 

1) MONE： 

本プロジェクトにおける中心的な機関であり、本プロジェクトの意思決定機関である後述する合同

調整委員会（Joint Coordinating Committee :JCC）や TC においてプロジェクト全体の方向性を決

定する役割が期待される。以下の商工会議所連盟および PFIを監督する義務を有している。 

2) 商工会議所連盟（ Federation of Palestinian Chambers of Commerce, Industry and 

Agriculture：FPCCIA）、商工会議所（Chambers of Commerce, Industry and Agriculture：

CCIAs）：  

FPCCIA は、各地方に点在している商工会議所を統括する民間団体であり、本プロジェクト活動の実

施主体という役割および各地の商工会議所の連携を調整することが期待される。 

CCIAsは、地方毎に存在しており、その地方に位置する企業はその CCIAsへの登録が義務付けられて

いる。なお、パレスチナ西岸地区には 13箇所の CCIAsが存在し、特にヘブロン、ナブルス、ラマッ

ラの CCIAsは、他の CCIAs に比べてその規模が大きい。CCIAsには、本プロジェクトの活動、特に研

修に関する活動の実施補助および多くのナショナルエキスパート候補者（詳細は後述）の選出が期

待される。 

3) 産業団体連盟（Palestinian Federation of Industries：PFI、産業近代化センター（Industrial 

Modernization Center：IMC）、産業団体（Unions）： 

PFIは、業種別の産業団体を統括する民間団体であり、本プロジェクト活動の実施主体という役割お

よび各産業団体への連絡・調整等が期待される。 

IMCは、PFI内に位置する主に研修関連業務を担当する部署である。 

産業団体は、業種別に組織される業界団体であり、パレスチナには 13 の産業団体が存在する。IMC

および産業団体には、本プロジェクトの活動、特に研修に関する活動の実施補助および多くのナシ

ョナルエキスパート候補者（詳細は後述）の選出が期待される。 

4) 産業団地フリーゾーン庁（Palestinian Industrial Estates and Free Zones Authority：

PIEFZA）： 

工業団地整備および工業団地への企業誘致を所管する機関であり、「平和と繁栄の回廊」構想（詳細

は後述）の中核的な工業団地である「ジェリコ農産加工団地」に関しても所管している。本プロジ

ェクトの活動を通してジェリコ農産加工団地への企業誘致を補助することを想定しており、入居予

定企業との調整等が期待される。 

 

３．業務の目的 

 「零細中小企業向けビジネス開発サービス強化プロジェクト」に係る R/D に基づき業務（活動）
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を実施することにより、期待される成果を発現し、プロジェクト目標を達成する。 

 

４. 業務の範囲 

本業務は、2013年 6月 10日に署名された R/Dに基づき実施されるプロジェクトにおいて、「３. 業

務の目的」を達成するため、「５．実施方針及び留意事項」を踏まえつつ、「６．業務の内容」に示

す事項（研修員受入支援を含む）の業務を行い、「７．成果品等」に示す報告書等を作成するもので

ある。 

 

５． 実施方針及び留意事項 

 

＜本プロジェクト実施にあたっての全般的事項＞ 

(1) プロジェクトの柔軟性の確保 

能力強化を目的とする技術協力プロジェクトでは、C/P のパフォーマンスやプロジェクトを取

り巻く環境の変化によって、プロジェクトの活動を柔軟に変更していくことが必要となる。 

この趣旨を踏まえ、本プロジェクトを受注したコンサルタント（以下、コンサルタント）は、

プロジェクト全体の進捗、成果の発現状況を把握し、必要に応じプロジェクトの方向性について、

適宜に提言を行うことが求められる。JICAは、これら提言について、遅滞なく検討し、必要な処

置（先方 C/Pとの合意文書の変更、契約の変更等）を取ることとする。 

 

(2) C/Pのオーナーシップの確保 

能力強化を目的とする技術協力プロジェクトでは、C/P のオーナーシップを確保しながら、協

働で業務を進めることが必要である。特にパレスチナにおいてはドナー側が活動の計画・準備・

実施を請け負うことを C/P側が期待する傾向にあり、結果として C/Pの人材育成や経験ノウハウ

の蓄積が進まないことがある。コンサルタントには、パレスチナ側関係機関の主体性を尊重し、

そのオーナーシップを引き出しながら、将来的にパレスチナ側関係機関が自ら西岸地区全域の零

細中小企業に対して BDSを提供できるようにするために効果的な業務プロセスの工夫が求められ

る。プロポーザルではこの点に十分留意し、具体的な工夫を提案すること。 

 

(3) プロジェクト開始初期の共通認識の醸成 

上記のオーナーシップの確保及び円滑な業務の実施にあたっては、プロジェクト開始初期から

コンサルタントと C/P等のパレスチナ側関係者が、プロジェクトの目指す目標及びそれを達成す

るための技術移転のプロセス及び内容、国家的開発計画や関連開発プログラム等における本プロ

ジェクトの位置づけ・関係性、Project Design Matrix(PDM)及び Plan of Operation(PO)を活用

したプロジェクト管理（Project Cycle Management :PCM）手法などについて共通認識を持つこ

とが大変重要である。このため、コンサルタントはプロジェクト開始当初に関係者を集めたワー

クショップを開催するなどの工夫を行い、上記共通認識の醸成に努めることとする。 

 

(4) 技術移転と合意形成のプロセス 

日常的な業務の実施において、コンサルタントのみでなく、C/P と共に密接に協働してプロジ

ェクト活動を進めていくことを基本とする。具体的には、後述する JCC や TC 等、双方が参加す



 5 

る定期的なプロジェクト進捗管理の場を設けることとする。特に、パレスチナ側関係機関の組織

的判断が必要な事項については、JCC メンバーを交えたワークショップ開催等の工夫により、合

意形成プロセスを確保する。 

 

(5) PDM指標の具体化 

具体的な数値が入っていない PDM指標の目標値は、ベースライン調査実施後に具体的な数値を

設定し、本プロジェクト開始から半年後を目途に JCCにて承認を得る。コンサルタントはこの業

務についてもプロポーザルの活動スケジュールに明記し、活動開始後に漏れがないよう留意する。 

 

(6) プロジェクトの実施体制 

1) 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）の設置 

本プロジェクトでは、意思決定機関として、R/Dに基づく JCCを設置する。メンバー及び目

的は R/D記載のとおりである。JCCは先方政府側が議長を務め、先方政府の主導で開催される

ものの、必要な支援を行うことが求められる。プロジェクトの年間計画案の協議・承認、プロ

ジェクトの進捗確認及び目標の達成度確認等のため、必要に応じて尐なくとも年１回会合を開

催する。コンサルタントは、一参加者として会合に参加する。 

2) テクニカルコミッティ（Technical Committee ：TC）の設置 

本プロジェクトでは、JCCの下にプロジェクト活動の実施責任機関として、R/Dに基づく TC

を設置する。メンバー及び目的は R/D 記載のとおりである。TC では、プロジェクトディレク

ターである MONE 産業開発局長が議長を務め、MONE, FPCCIA, PFI 各機関のディレクターをは

じめとした職員で構成し、プロジェクトの監理を行うと共に、プロジェクトにおける具体的な

活動内容を協議、決定する。コンサルタントは、TC の開催を支援すると共に、この協議に参

加し必要な助言等を行う。TCは 1か月に 1回程度開催されることが望ましい。 

  3) その他の具体的な実施体制 

コンサルタントにおいて、上記以外の実施体制について具体的な提案がある場合は、プロポ

ーザルにて提案すること。 

4) 実施体制の確定 

 コンサルタントは、ワークプランの中でパレスチナ側関係者の本プロジェクト運営に関する

実施体制案を明記し、初回渡航の前に、JICAと協議・合意すること。この実施体制案に基づき、

現地にてワークプランの説明・協議を行い、パレスチナ側の全ての関係者と役割分担等を確認

し、最終的な実施体制についてプロジェクトガイドラインを作成することにより確定させる。

但し、現地での状況に応じて柔軟に体制の改善を検討し、JICA及び先方関係者に説明・合意の

上、改善を行う。 

 

(7)「平和と繁栄の回廊」構想としての本プロジェクトの位置づけ（PIEFZAとの連携） 

「平和と繁栄の回廊」構想の中核事業として実施されている「ジェリコ農産加工団地のための

PIEFZA 機能強化プロジェクト」では、ジェリコ農産加工団地（JAIP: Jericho Agricultural 

Industrial Park）の操業開始に向けて、実施機関である PIEFZA に対して支援を 2010 年 9 月か

ら 2013 年 3 月までの協力期間で行った。主に工業団地開発・運営に関する能力強化を目的とし

た活動が実施された。本協力の後、後継案件として PIEFZA の工業団地の運営管理、テナント企
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業向けのインセンティブサービス（BDS を含む）提供能力を強化することを目的とした技術協力

プロジェクトが採択され、当年度（2013年度）より開始される予定である。パレスチナにおける

企業振興はこの JAIP を含めた工業団地の開発により、インフラやインセンティブサービスを整

備して進める方法が有効と認識されており、本プロジェクトも JAIP との連携について最大限留

意する。 

具体的には、本プロジェクトを JAIP 開発・運営支援と連携させるべく、本プロジェクトの活

動の中に JAIP の発展にも寄与する活動を組み入れ、後述の企業診断の OJT 研修やオープンセミ

ナーの対象として、PIEFZA 職員、JAIPテナント企業（入居予定企業を含む）等も検討する。 

 

(8) 他ドナーとの連携 

現在、パレスチナにおける民間セクター支援の分野においては、世界銀行（WB）、ドイツ国際

協力公社（GIZ）、フランス開発庁（AFD）、米国（USAID 他）等がプロジェクトを実施している。

特に、WB のプロジェクトは、MONE を実施機関とし、中小企業を中心とした民間セクターに関す

る政策面の支援、開発戦略を策定することを予定しており、本プロジェクトとの関連性が大きい。 

本プロジェクトと他ドナーによるプロジェクトとは内容の棲み分けがなされているが、類似の

分野における協力であることから、緊密に情報を共有し相互に協調して実施し、相乗効果を発現

させていくことに努めること。 

なお、WB、GIZ、AFDがパレスチナにおける民間セクター分野に対して実施している援助活動名

は以下のとおりである。 

ア WB：Government Services for Business Development Project 

イ GIZ：Private Sector Development Program 

ウ AFD：Palestinian Clusters Project 

 

(9) 広報活動 

本プロジェクトの意義、活動内容及びその成果がパレスチナ及び周辺中東諸国、我が国の各国

民に広く正しく理解されるよう、効果的な広報に努める。特に、現地公用語であるアラビア語で

の広報も積極的に活用すること。また、JICA が開設する JICA ホームページ内の技術協力ホーム

ページ（日本語、英語）のコンテンツの中で、活動の進捗状況等を広報し、必要に応じて JICA

が行うべき広報活動を提案する。 

広報活動の全体方針、具体的な活動内容、使用媒体と活用方法等の活動戦略について、現時点

で想定する内容をプロポーザルで提案すること。広報媒体としては、テレビ、ラジオ、新聞、ニ

ュースレター、ポスター、DVD、ホームページ、各種イベント等が想定されるが、必要に応じて、

その他の提案も行うこと。特に、プロジェクト外で開催される各種イベントが、プロジェクトの

広報活動に資すると認められる場合には、積極的に出席すること。 

 

(10) 事業のフェーズ分け 

本業務については、以下２つの契約期間に分けて実施することを想定する。 

 ・第一フェーズ（第一次契約期間）：2013年 9月～2015年 3月 

 ・第二フェーズ（第二次契約期間）：2015年 4月～2016年 10月 

 このため、それぞれの契約期間終了時点において、次期契約期間の業務内容の変更の有無等



 7 

について JICAが指示を行い、契約交渉を経て契約書を締結することとする。 

 

＜本プロジェクトの各成果における留意事項＞ 

(11) ナショナルエキスパートの定義（成果 2関連） 

「ナショナルエキスパート」とは、本プロジェクトで実施される BDSに関する研修（詳細は後

述するが、①講義及び②企業診断・指導の OJT の 2 種類を予定している）を修了した者をいう。

そして、上記研修を受講する資格を有する者をナショナルエキスパート候補者と言い、ナショナ

ルエキスパートの候補者には、各地の CCIAs や IMC、産業団体の職員等を想定しており、プロジ

ェクト活動の序盤にコンサルタントが実施する企業向けのデモセミナーに出席し、その出席者に

本プロジェクトで実施される研修への参加を募り、募集者の中から MONE, FPCCIA 及び PFI にて

ナショナルエキスパートになる人材を最終的に選定する。 

ナショナルエキスパートは、基礎的な経営管理と財務管理、マーケティング、販売、生産管理、

販売管理、企業診断等に関する知識を身に付けていることが期待される。そしてその責務は、プ

ロジェクト終了後に、零細中小企業への BDSを提供（各種セミナーや企業診断・指導等）するこ

とと、本プロジェクトで実施される研修に参加しなかった CCIAs等の組織（「他の BDS提供機関」

と定義する）の職員への研修を実施（この活動をアウトリーチという）すること、の 2点である。

なお、上位目標の指標として記載されている「BDS 提供者」とは、本プロジェクトで実施された

研修によって育成されたナショナルエキスパートが、他の BDS提供機関の職員をさらに育成した

結果、零細中小企業へ BDSを提供できるようになった者をいう。 

 

(12) 研修の内容 

本プロジェクトにおいてナショナルエキスパートを育成するために実施する BDSに関する研修

には、①講義と②企業診断・指導（コンサルテーション）の OJTの 2種類がある。ただし、この

BDS に関する研修（講義及び企業診断・指導の OJT）を実施する前に、まずはコンサルタントに

よる「デモセミナー」（企業向けに、A.経営管理と財務管理、B.マーケティングと販売、C.生産

管理と販売管理、D.企業診断、という 4 つのモジュールをテーマに講演を行うもの。詳細は P.8

を参照）を開催する予定であり、このデモセミナーに興味を持った CCIAs等が、職員を本デモセ

ミナーに派遣、聴講する。その後、同職員が BDSに関する研修に参加する。 

BDS に関する研修における「講義」とは、コンサルタントが現地のナショナルエキスパート候

補者に対して BDSに関する講義を座学形式で行うことを想定しており、ナショナルエキスパート

候補者が BDSに関する基本的な知識を身に付けることを目指している。具体的には、R/Dの ANNEX 

5「Plan of Training」に記載されているように、A.経営管理と財務管理、B.マーケティングと

販売、C.生産管理と販売管理、D.企業診断、の 4種類のモジュールの講義を予定している。この

中で、A、B、Dの講義を実施するコースをビジネスコースと定義し、FPCCIA がそのコース運営の

責任を負うこととする。また、C、D の講義を実施するコースをテクニカルコースと定義し、PFI

がそのコース運営の責任を負うこととする。なお、ビジネスコースにおけるモジュール D を D1

と、テクニカルコースのモジュール Dを D2と定義する。期間は 4か月程度を想定する。 

「企業診断・指導（コンサルテーション）の OJT」とは、コンサルタントがナショナルエキス

パートと共に現地の零細中小企業へ訪問し、その企業の診断及び指導を OJT 形式により実施する

ことを想定しており、ナショナルエキスパートにおける企業に対するコンサルテーション能力を
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強化することを目指している。具体的には、上記講義の実施期間（4 か月程度を想定）の終了後

に、A.経営管理と財務管理、B.マーケティングと販売、C.生産管理と販売管理、D.企業診断（D1

および D2）の 4つのモジュールの観点から、実際の零細中小企業を対象にコンサルタントがコン

サルテーション OJTを行い、参加者がこれに参加し、実践的な知識を身に付ける。 

BDS 研修（①講義、②コンサルテーション OJT）受講後にナショナルエキスパート候補者が、

デモセミナーと同様の企業向けセミナー（本プロジェクトでは「オープンセミナー」と定義）に

おいて講演することで研修を修了したとみなし、ナショナルエキスパートと認定する。さらに、

このオープンセミナーに興味を持った CCIAsから職員が、ナショナルエキスパート候補として第

2 クールの BDS に関する研修（講義及びコンサルテーション OJT）に参加し、第 2 クールの研修

受講後に第 2回オープンセミナーにおいて講演し、第 2クールのナショナルエキスパートに認定

される。 

なお、各モジュールの講義の内容としては、以下のようなものを想定している。 

A. 経営管理と財務管理： 

ビジネスマネジメントと哲学、戦略マネジメントとビジネスプラン、中小企業マネジメン

ト、人材マネジメントと人材管理、財務マネジメントと管理会計等 

B. マーケティングと販売： 

マーケティング（国内マーケティング、国際マーケティング）、マーケティングプラン開発、

販売マネジメント、新製品開発等 

C. 生産管理と販売管理： 

生産管理、５S／カイゼン、品質管理、コスト会計／在庫管理／物流等 

D. 企業診断： 

会社査定／企業診断、解決開発、コーチング技術、現場視察、外部リソースの活用（NGO、

大学、民間コンサルタントを活用して BDSを提供する手法の指導）等 

  詳細については、R/Dに添付されている ANNEX2「Plan of Operation」および ANNEX5「Plan 

of Training」を参照すること。 

 

(13) 研修の実施場所・スケジュール（成果 2関連） 

講義及びコンサルテーション OJT 研修の実施場所としては、それぞれ 2 箇所を想定している。

具体的には、講義の実施場所は、1 箇所目としてヘブロンを、2 箇所目としてラマッラおよびナ

ブルスのいずれかの地区とし、コンサルテーション OJT 研修の実施場所は、1 箇所目としてヘブ

ロン及びジェリコのいずれかの地区を、2 箇所目としてラマッラ、ナブルス、及びジェリコのい

ずれかの地区を研修毎に選択するという方法が望ましい。各地区における研修実施場所としては、

講義に関しては各地にある CCIAs等の会議室を、コンサルテーション OJTの研修実施場所として

は、各地にある CCIAs等の会議室や零細中小企業の所在地を想定している。詳細な場所について

は、TCにおいてパレスチナ側関係機関と協議し決定する。 

また、研修スケジュールとしては、それぞれの場所にてモジュール（A、B、C、D1、D2）毎に 1

週間程度の講義およびコンサルテーション OJTを行う。そして現地で各講義およびコンサルテー
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ション OJT を実施する前に、日本においてテキスト作成（2 クール目であればテキスト改訂）等

の準備を行う。講義およびコンサルテーション OJT の実施期間は各 4 か月程度を想定している。

具体的には、別添の研修スケジュール例を参照のこと。 

なお、遠方からの研修参加者に対しては、一人当たり往復交通費 25ドル及び宿泊費 1泊 50ド

ルを支給することを可とする。 

  

(14) プロジェクト目標と期待される成果の因果関係（成果 1～4関連） 

成果 1「プロジェクトの運営管理体制が整備される」は、本プロジェクトにおける活動内容に

ついて各関係機関の本来業務としての位置付けをより明確にすることを念頭に置いている。 

成果 2「零細中小企業へ BDS を提供すると共に他の BDS 提供機関（本プロジェクトにおいて研

修を受講しなかった機関）への研修を行うナショナルエキスパートが育成される」は、成果 1で

整備された体制下において、「ナショナルエキスパート」を育成することを目的としており、具

体的には上記(12)に詳述した BDSに関する研修を実施する。 

成果 3「企業への BDS 提供に関する活動計画（コンサルテーション・アクションプラン）が策

定される」及び成果 4「他の BDS 提供機関における BDS 提供者の育成に関する活動計画（アウト

リーチ・アクションプラン）が策定される」は、成果 2に関する活動により育成されたナショナ

ルエキスパートが、①零細中小企業に直接的に質の高い BDS を提供できる（「コンサルテーショ

ン」に該当）ようにすると共に、②他の BDS 提供機関に所属する BDS 提供者を育成する（「アウ

トリーチ」に該当）ことを目的としている。具体的には、零細中小企業への診断・指導（コンサ

ルテーション）の実施に関する活動計画（コンサルテーション・アクションプラン）と、他の BDS

提供機関において BDS提供者を育成するための活動計画（アウトリーチ・アクションプラン）を

策定（草案の作成）することを想定している。 

すなわち、成果 2に関する活動により育成されたナショナルエキスパートが、成果 3により策

定されるコンサルテーション・アクションプランに基づきそのナショナルエキスパートが属する

地域の零細中小企業へ質の高い BDSを提供する準備が整う。また、成果 4により策定されるアウ

トリーチ・アクションプランに基づき、ナショナルエキスパートが他の BDS 提供機関に対し研修

を行う準備が整う。これにより、育成されたナショナルエキスパートが属しない地域の零細中小

企業へも将来的に質の高い BDS が提供されることとなる。よって、成果 1～4 を通じて、プロジ

ェクト目標「育成されたナショナルエキスパートにより、零細中小企業に対して質の高い BDSが

提供される仕組みが整う」ことが達成される見込みである。 

 

(15) ナショナルエキスパートの選定（成果 2関連） 

ナショナルエキスパート候補者の選定に当たっては、上述のとおりデモセミナーおよびオープ

ンセミナーを聴講した CCIAs、IMC、産業団体等の職員から希望者を募り、TC の調整の下、その

希望者の中からナショナルエキスパート候補者を選定する。そして、その候補者に BDSに関する

研修を実施し、将来的に BDS の提供者となる「ナショナルエキスパート」が育成される。なお、

対象地域や研修を受講する CCIAs、産業団体等は限定することなく、FPCCIA および PFIが選定す

るすべての組織からナショナルエキスパート候補者が参加できることとした。 

 

(16) セミナーおよび研修の実施体制 
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本プロジェクトでは、デモセミナーを 1 回、オープンセミナーを 2 回、BDS に関する研修とし

て、講義およびコンサルテーション OJTをそれぞれ 2回ずつ実施する。デモセミナーにおける講

演者はコンサルタントであり、オープンセミナーにおける講演者は主にナショナルエキスパート

候補者（コンサルタントも一部講演する）であり、BDS に関する研修の講師はコンサルタントで

ある。なお、デモセミナーおよび 2回のオープンセミナーの実施場所としては３箇所を想定して

いる。 

 

(17) C/Pの本邦研修受入れ支援業務の内包化及び第三国研修（主に成果 2～4 関連） 

本プロジェクトでは、技術移転の一環として、C/P を対象とした本邦研修を 4 回（中小企業振

興研修（JCCメンバーを中心に 5名程度）、BDS研修 2回（ナショナルエキスパート候補者の中か

ら各 10名程度）、アクションプラン策定研修（2つの活動計画の実施主体を中心に 5名程度）、各

2 週間程度）予定している。コンサルタントは、事前に JICA との協議を行い、「コンサルタント

等契約における研修員受入事業実施ガイドライン（2012 年 4 月版）」に準じ、研修実施支援業務

を行うが、プロポーザルにおいて本プロジェクトの目的及び期待する成果を踏まえた本研修の意

義を明記する。コンサルタントは、プロジェクト全体目的に資する効果的な研修内容を想定し、

必要な経費を前述のマニュアルに沿って積算すること。本経費については、別見積りとして見積

に含めること。 

また、本プロジェクトでは、本邦研修に加え、東アジア諸国とも連携し、これら諸国が実施す

る中小企業振興に関する第三国研修も本プロジェクトのカウンターパート研修の一環として実

施することを予定している。コンサルタントは、パレスチナ側関係機関とも協議した上で、研修

の内容について東アジア諸国の研修実施機関と相談する。実施回数は年 2回程度実施し、実施規

模は 5名 2週間程度を想定し、別見積りとして見積に含めること。 

 

(18) 活動計画の策定 

本プロジェクトでは、「２．プロジェクトの概要」の成果 3、4に記載されているとおり、企業

への BDS提供に関する活動計画（コンサルテーション・アクションプラン）および他の BDS提供

機関における BDS提供者の育成に関する活動計画（アウトリーチ・アクションプラン）を策定す

る。２つの活動計画を策定するに当たっては、その活動の内容や方法、実施時期、実施主体等を

決定する。なお一例として、ある地方の CCIA職員がナショナルエキスパートと認定された後に、

他の BDS提供機関（他の地方の CCIAs等）に対して研修を実施するためには、パレスチナの特性

上（各地方間の親密性が薄い等）困難性を伴うことが予想されるため、アウトリーチ・アクショ

ンプランの策定に当たっては、その上部組織である FPCCIAや MONEにそのコミットメントを持た

せることに留意する。 

 

(19) モニタリング体制の確立 

本プロジェクトでは、「２．プロジェクトの概要」の活動 3-2、4-2 に記載されているとおり、

BDS 提供に関するモニタリング体制および他の BDS 提供機関における BDS 提供者の育成に関して

のモニタリング体制を確立する。これら２つのモニタリング体制の確立に当たっては、モニタリ

ングする内容やその方法、モニタリング対象、モニタリングに関する責任者、実際にモニタリン

グする人員等を決定する。 
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(20) ベースライン調査の実施 

プロジェクト開始直後に、①パレスチナにおける現状の BDSの提供・斡旋機関について、②零

細中小企業の実情、および③零細中小企業における BDSについてニーズについて、ベースライン

調査を行う。これらの調査では、既存の報告書等の資料を最大限活用し、効率的に実施する。こ

の結果は、後に作成する BDS に関する研修のカリキュラム作成や、活動計画の策定に活用する。 

 

(21) 商工会議所（CCIAs）の活用（成果 2関連） 

本プロジェクトの C/P 機関であるヘブロン、ナブルス、ラマッラの CCIAsにおける本プロジェ

クトに対する期待は非常に高く、プロジェクトへの積極的な参加の姿勢が伺える。また CCIAsに

は、MBA を取得している等、優秀な人材が多く在籍していることから、本プロジェクトの実施に

おいてはこれらの CCIAsを積極的に巻き込み、多くの職員を BDSに関する研修に慫慂すると共に、

BDS に関する研修を実施する際にこれら CCIAs に、そのための場所を提供してもらうよう働きか

ける。 

 

(22) 現地リソースの有効活用（成果 1～4関連） 

必要な場合にはサポート要員としてローカルコーディネーターを傭上する。また、「第 3 業務

実施上の条件」７．に記載のベースライン調査においても現地コンサルタント・NGO 等を活用す

るなど、現地リソースを有効に活用したプロジェクトの実施を検討する。また、現地リソースを

活用する際には、プロジェクト終了後に同現地リソースが自立的・持続的に活動を展開できるよ

う、C/Pへの技術移転と同様の視点で技術移転を行う。 

 

＜その他業務遂行上の実施方針及び留意事項＞ 

 (23) 携行機材の仕様案作成と調達 

コンサルタントは、業務遂行上必要な携行機材があれば、プロポーザルで提案すること。調達

方法等については供与機材と同様に「委託契約等における機材調達・管理ガイドライン（2012年

4 月版）」に準じて対応する。供与機材及び携行機材は、機材購入後、取得年月日、購入機材名、

使用・規格、数量、金額（通貨名を明記、外国通貨の場合は円額も記入）、購入先（販売元）を

機材管理台帳に記入し、JICAに遅滞なく提出すること。また、プロジェクト目標が達成されるよ

う機材の最適な活用方法に留意する。 

 

(24) プロジェクトの中間レビュー及び終了時評価 

JICA は、2015 年 2 月頃に中間レビュー調査を、2016 年 6 月頃に終了時評価調査を予定してい

る。コンサルタントは、調査の実施に際してその基礎資料として、既に実施した業務に関連して

作成した資料等を整理、提供するとともに、実務的に可能な範囲で、現地調査において必要な便

宜を供与するものとする。 

なお、調査の実施時期については、プロジェクトの進捗状況等を踏まえ、変更される可能性が

ある。 

 

(25) ラマダン期間と巡礼休暇期間の活動の調整 
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パレスチナではラマダン期間（ラマダン明け休暇期間を含む）と巡礼休暇期間前後の社会経済

活動（特に官側）が停滞するため、活動・投入計画を作成する場合にはこれらの期間を避けるよ

うに留意すること。 

 

(26) コンサルタントの配置 

ビザの関係上、イスラエルへの短期滞在者の滞在期間の上限は 3カ月であるため、各コンサル

タントの 1回の現地派遣期間が 3ヶ月を超えない要員計画となるよう配慮すること。 

 

６．業務の内容 

コンサルタントは、上記「３. 業務の目的」に示したプロジェクト目標および成果を達成するた

めに活動を実施する。 

以下にパレスチナ側と合意した PDM と PO に沿って、JICA の想定する業務の流れを記載するが、

コンサルタントは以下を参考にしつつ、プロポーザルにおいてより効果的、効率的にプロジェク

ト目標、成果を達成する業務工程を具体的な計画・手法を添えて詳細に提案すること。 

特に次のア～コの項目について詳細に提案すること。 

ア 業務従事者の配置（担当分野、人数、期間等）。特に、成果２を行うコンサルタントの体制・

技術指導の手法・頻度。プロセス・フロー・スケジュールについても記載を行うこと。 

イ デモセミナーにおける講演内容 

ウ BDSに関する研修において実施する講義及びコンサルテーション OJTの内容 

エ 本邦研修支援計画（研修内容、期間等） 

オ プロジェクト目標および期待される成果の達成状況を測定（評価）する指標 

カ 上記ア～オを勘案した総合的な実施活動方針案 

 

（1）業務の流れ 

＜第一フェーズ：2013年 9 月～2015年 3月＞ 

（全成果共通）  

 ア ワークプラン（0号・1号・2号）の作成 

   本プロジェクトの目的を踏まえ、日本国内で入手可能な資料･情報を整理し、業務実施に関す

る基本方針（項目と内容、範囲、手法、実施体制、スケジュール等含む）を検討し、JICA本部

の承認後、ワークプラン（0号）として取りまとめる。 

また、パレスチナ側関係機関に対し、ワークプラン（0号）について説明・協議し、プロジェ

クト全体像を共有する。協議の結果、必要に応じて内容を見直し、ワークプラン（1号）として

合意し、協議内容を付した協議議事録を作成する。 

さらに、プロジェクト開始後 12ヵ月にワークプランを更新し、JICA本部の承認後、ワークプ

ラン（2号）としてとりまとめる。  

 イ JCCの開催 

JCC（第一回：2014年 6月頃、第二回：中間レビュー調査時を目処）の開催支援 

 ウ TCの開催 

 TCでは、プロジェクトディレクターをはじめとした JCCメンバー等に加え、セミナーや BDS

に関する研修を実施するに当たり協力が必要不可欠のヘブロン、ナブルス、ラマッラの CCIAs



 13 

からの参加者も交え、プロジェクトの具体的な活動について決定する。TCは月に 1回程度開催

されることが望ましい。 

エ 本邦研修について 

本邦研修の企画・実施を行う。なお、研修の実施にあたってコンサルタントは、研修日程及

びカリキュラムの作成、講師の手配、見学先・実習先の手配、教材の作成、研修場所及び必要

資機材の手配、講義・実習・見学の実施等、研修に係る運営管理を実施する。候補者の人選に

ついては、JICAの意向を確認しつつ候補者の人選及び研修内容について C/P 機関に助言し調整

する。また、受入に係る要望調査票の作成並びに研修のアプリケーションフォームの取り付け

に協力すること。なお、上記の実施にあたっては、コンサルタントは、JICA が別途定める「コ

ンサルタント等契約における研修員受入事業実施ガイドライン（2012年 4月版）」に沿い、本

研修の趣旨を十分理解した上で実施すること。 

なお、研修内容や規模は、現地における業務の進捗も踏まえてパレスチナ側と協議のうえ投

入内容・人数・時期について決定することとするが、現時点では、中小企業振興研修 1回（JCC

メンバーを中心に 5名程度）、BDS研修 1回（ナショナルエキスパート候補者の中から各 10名程

度）、各 2週間程度の実施を見込んでいる。 

オ プロジェクト事業進捗報告書・第一フェーズ完了報告書の作成 

第一フェーズの活動状況について、12ヶ月後に本コンサルタント契約の業務に関するプロジ

ェクト事業進捗報告書として取りまとめる。また、必要に応じて JCCで報告する。 

また、第一フェーズの活動状況について、第一フェーズ終了時に第一フェーズ完了報告書と

して取りまとめる。 

 

（成果１） 

1-1 ベースライン調査（ニーズ調査を含む）の実施 

プロジェクト開始直後に、①パレスチナにおける現状の BDS の提供・斡旋機関について、

②零細中小企業についての実情、および③零細中小企業における BDSについて、ベースライ

ン調査を行う。具体的に、①では、パレスチナにおいて存在する零細中小企業に対して BDS

を提供または斡旋する機関等について調査する。②では、どの程度の割合の零細中小企業が

BDS の提供を受けているか、またどのような機関からどのような内容の BDS の提供を受けて

いるか等について調査する。③では、零細中小企業が既に提供を受けている BDSに対してど

のようなニーズがあるのか、また今後どのような BDSの提供を希望しているか等について調

査する。 

これらの調査では、既存の報告書等の資料を最大限活用し、効率的に実施する。この結果

は、後に作成する BDSに関する研修のカリキュラム作成や、活動計画の策定に活用する。 

1-2 関係者間の役割分担および BDS提供／斡旋機関の実施体制の確定 

 パレスチナ側関係者の実施体制案を作成し、パレスチナ側関係者に説明・協議を行い、パ

レスチナ側の全ての関係者と役割分担等を確認し、最終的な実施体制についてプロジェクト

ガイドラインを作成することにより確定させる。但し、現地での状況に応じて柔軟に体制の

改善を検討し、JICA 及び先方関係者に説明・合意の上、改善を行う。 

1-3テクニカルコミッティ（ TC）の設置 

プロジェクト活動の実施責任機関として、テクニカルコミッティ（TC）を設置すると共に、
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その役割について明確にする。TC では、プロジェクトディレクターである MONE 産業開発局

長が議長を務め、MONE, FPCCIA, PFI 各機関のディレクターをはじめとした職員で構成し、

プロジェクトの監理を行うと共に、プロジェクトにおける具体的な活動内容を協議、決定す

る。 

1-4 他ドナーとの連携担当者の決定および連携方法の検討  

パレスチナにおける民間セクター支援の分野においては、世界銀行（WB）、ドイツ国際協

力公社（GIZ）、フランス開発庁（AFD）等がプロジェクトを実施している。特に、WB のプロ

ジェクトは、MONEを実施機関とし、中小企業を中心とした民間セクターに関する政策面の支

援、開発戦略を策定することを予定しており、本プロジェクトとの関連性が大きい。 

本プロジェクトと他ドナーによるプロジェクトとは内容の棲み分けがなされているが、類

似の分野における協力であることから、緊密に情報を共有し相互に協調して実施し、相乗効

果を発現させていくことに努めること。 

 

（成果２） 

2-1 デモセミナーの実施 

BDS に関する研修を実施する前に、コンサルタントによる「デモセミナー」を実施する。

セミナーの対象は主に JAIP入居予定企業をはじめとした零細中小企業であり、主に 5.（12）

に記載された A～D の 4 つのテーマ（あくまで一例であり、その講演内容についてはプロポ

ーザルにて提案すること）に関して講演を行う。デモセミナーの開催にあたっては、FPCCIA

に依頼して各地の CCIAｓの職員などにも積極的に参加してもらう。そして、このデモセミナ

ーに興味を持った CCIAs等の職員がナショナルエキスパート候補者となり、その後の BDSに

関する研修に参加するため、より多くのナショナルエキスパート候補者が研修への参加を希

望するよう、実用的な内容になるよう留意する。セミナー参加人数は 50～100人を想定して

いる。セミナーの開催場所としては、ヘブロン地区、ラマッラ地区、ナブルス地区の 3か所

とすることが望ましい。なお、PIEFZA職員の BDS担当者も招へいすること。 

2-2 BDSに関する研修の計画策定 

    BDSに関する研修には、①講義と②企業診断・指導（コンサルテーション）の OJTの 2種類

があり、それぞれの研修の内容については 5.(12)に記載のとおりである。コンサルタントは、

上記 2 つの研修の計画を策定する。なお、研修の実施場所およびスケジュールについては、

5.(13)に記載されている内容を考慮して策定すること。 

2-3 BDSに関する講義研修の実施 

 上記 2-2 で策定した研修計画に基づいて、BDS に関する講義研修を実施する。研修の実施

に当たっては、FPCCIA や、ヘブロン、ナブルス、ラマッラそれぞれの CCIAs および PFIの協

力が必要不可欠なので、緊密な連絡体制を整えておく必要がある。 

2-4 コンサルテーション OJT研修の実施 

 上記 2-2で策定した研修計画に基づいて、コンサルテーション OJT研修を実施する。研修

の実施に当たっては、FPCCIAや、ヘブロン、ナブルス、ラマッラそれぞれの CCIAsの協力が

必要不可欠なので、緊密な連絡体制を整えておく必要がある。なお、OJT を実施する零細中

小企業は、TC において事前に選定しておく必要があることに留意する。その際、JAIP テナ

ント企業（入居予定企業を含む）を積極的に選定するよう TCにおいて調整すること。 
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2-5 ナショナルエキスパートによるオープンセミナーの実施 

講義およびコンサルテーション OJT研修の実施後に、零細中小企業向けに第１回オープン

セミナーを実施する。研修を受講したナショナルエキスパート候補者は、デモセミナーでの

講演内容と同様の内容の講演を行う。さらに、このオープンセミナーに興味を持った CCIAs

等の職員が、ナショナルエキスパート候補として第 2クールの BDSに関する研修に参加する

こととなるため、コンサルタントは、より多くのナショナルエキスパート候補者が第 2クー

ルの研修への参加を希望するよう、講演予定のナショナルエキスパート候補者の資料作成等

を支援し、実用的かつ明快な内容となるよう留意する。また、コンサルタントも一部の内容

について講演する。セミナー参加人数は 50～100人を想定している。なお、セミナーの開催

場所としては、ヘブロン、ラマッラ、ナブルスの 3か所とすることが望ましい。 

 

（成果３） 

3-1 BDSの提供方法の検討 

 企業への BDS提供に関する活動計画（コンサルテーション・アクションプラン）を策定す

るべく、BDSに関する研修を修了したナショナルエキスパートが零細中小企業に効率的に BDS

を提供するための具体的な方法・体制等を検討する。具体的には、成果２に関する活動の実

施状況を踏まえ、関係者間での方法・体制等の議論を行う。その際には、ベースライン調査

により判明したパレスチナにおける零細中小企業を取り巻く現状を考慮して検討すること

に留意する。 

3-2 BDSの提供に関するモニタリング体制の検討 

 プロジェクト終了後にナショナルエキスパートが零細中小企業に対して継続的に BDSを提

供しているかを確認するためのモニタリング方法・体制等を関係者間で議論する。モニタリ

ング体制の検討に当たっては、モニタリングする内容やその方法、モニタリング対象、モニ

タリングに関する責任者、実際にモニタリングする人員等について検討する。 

 また、その際にはベースライン調査により判明したパレスチナにおける零細中小企業を取

り巻く現状を考慮する。 

 

（成果４） 

4-1 他の BDS提供機関における BDS提供者の育成方法の検討 

BDS に関する研修に参加しなかった CCIAs 等の組織を「他の BDS 提供機関」と定義し、そ

れら組織の職員に対して、BDS に関する研修を修了したナショナルエキスパートが二次的に

BDS に関する研修を実施するための活動計画（アウトリーチ・アクションプラン）を策定す

るべく、ナショナルエキスパートが他の BDS提供機関に効率的に研修を実施するための具体

的な方法・体制を関係者間で議論する。その際には、パレスチナにおいて、ある CCIAs等の

職員が他の CCIAs等に BDSに関する研修を実施するためにはどのような阻害要因があるのか

等について十分に情報収集しておく必要があることに留意する。 

また、ナショナルエキスパートが他の BDS提供機関に研修を実施できないという事態にな

った場合、代替手段（例：ある CCIAsの職員であるナショナルエキスパートが他の地域の零

細中小企業に対して BDSを直接提供する等）についても検討する。 

4-2 他の BDS提供機関における BDS提供者の育成に関するモニタリング体制の検討 
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 プロジェクト終了後に、ナショナルエキスパートが他のBDS提供機関に対して継続的にBDS

に関する研修を実施しているかを確認するためのモニタリング方法・体制等を関係者間で議

論する。モニタリング体制の検討に当たっては、モニタリングする内容やその方法、モニタ

リング対象、モニタリングに関する責任者、実際にモニタリングする人員等について検討す

る。 

 また、その際にはベースライン調査により判明したパレスチナにおける零細中小企業を取

り巻く現状を考慮する。 

 

＜第二フェーズ：2015年 4 月～2016年 10月＞ 

（全成果共通）  

 ア ワークプラン（3号・4号）の作成 

第二フェーズ開始後にワークプランを更新し、JICA本部の承認後、ワークプラン（3号）と

してとりまとめる。 

また、第二フェーズ開始後 12ヵ月にワークプランを更新し、JICA本部の承認後、ワークプラ

ン（4号）としてとりまとめる。 

 イ JCCの開催 

JCC（第三回：終了時評価調査時を目処）の開催を支援する。 

 ウ TCの開催 

 プロジェクトの具体的な活動について決定するため、TCが月 1回程度開催されることを支援

する。 

エ 本邦研修について 

本邦研修の企画・実施を行う。なお、研修規模は、現地における業務の進捗も踏まえてパレ

スチナ側と協議のうえ投入内容・人数・時期について決定することとするが、現時点では、BDS

研修 1回（ナショナルエキスパート候補者の中から各 10名程度）、アクションプラン策定研修

1回（2つの活動計画の実施主体を中心に 5名程度）、各 2週間程度の実施を見込んでいる。 

 オ プロジェクト事業進捗報告書の作成 

第二フェーズの活動状況について、12ヶ月ごとに本コンサルタント契約の業務に関するプロ

ジェクト事業進捗報告書として取りまとめる。また、必要に応じて JCCで報告する。 

 カ プロジェクト事業完了報告書の作成 

第二フェーズの活動結果等について、プロジェクト事業完了報告書として取りまとめる。 

 

（成果２） 

2-2 BDSに関する研修の計画策定 

    第二フェーズでは、第二クールの BDS に関する研修（①講義および②コンサルテーション

OJT）を実施する。その研修内容等については、第一クール時の研修での反省点を踏まえて、

再度検討する。 

2-3 BDSに関する講義研修の実施 

 上記 2-2 で策定した研修計画に基づいて、BDS に関する講義研修を実施する。第一クール

時の研修における反省点を踏まえて、テキストの改訂や講義の進行等についても適宜変更す
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る。 

2-4 コンサルテーション OJT研修の実施 

 上記 2-2で策定した研修計画に基づいて、コンサルテーション OJT研修を実施する。第一

クール時の研修における反省点を踏まえて、テキストの改訂やコンサルテーションを行う企

業の選定基準、コンサルテーションの進行等についても適宜変更する。 

2-5 ナショナルエキスパートによるオープンセミナーの実施 

講義およびコンサルテーション OJT研修の実施後に、零細中小企業向けに第 2回オープン

セミナーを実施する。研修を受講したナショナルエキスパート候補者は、第 1回オープンセ

ミナーでの講演内容と同様の内容の講演を行う。コンサルタントは講演予定のナショナルエ

キスパート候補者の資料作成等を支援し、実用的かつ明快な内容となるよう留意する。また、

コンサルタントも一部の内容について講演する。なお、セミナーの開催場所としては、ヘブ

ロン地区、ラマッラ地区、ナブルス地区の 3か所とすることが望ましい。 

 

（成果３） 

3-1 BDSの提供方法の確立 

 第二フェーズでは、第一フェーズで検討をした、ナショナルエキスパートが零細中小企業

に効率的に BDSを提供するための具体的な方法・体制等の検討をさらに進め、その方法・体

制等について一つの案を作成し、最終的にコンサルテーション・アクションプランとして JCC

に承認されるよう支援する。 

3-2 BDSの提供に関するモニタリング体制の確立 

 第二フェーズでは、第一フェーズで検討をした、ナショナルエキスパートが零細中小企業

に対して継続的に BDSを提供しているかを確認するためのモニタリング方法・体制等につい

てさらに検討を進め、最終的にその方法・体制等をコンサルテーション・アクションプラン

に盛り込んだものが JCCに承認されるよう支援する。モニタリング体制を確立するに当たっ

ては、モニタリングする内容やその方法、モニタリング対象、モニタリングに関する責任者、

実際にモニタリングする人員等について決定する。 

 

（成果４） 

4-1 他の BDS提供機関における BDS提供者の育成方法の確立 

第二フェーズでは、第一フェーズで検討をした、ナショナルエキスパートが他の BDS提供

機関に効率的に研修を実施するための具体的な方法・体制等についてさらに検討を進め、そ

の方法・体制等について一つの案を作成し、最終的にアウトリーチ・アクションプランとし

て JCCに承認されるよう支援する。 

また、現状では各地方の CCIAsの連携体制が十分でないことから、仮にナショナルエキス

パートが他の BDS提供機関に研修を実施できないという事態になった場合に備え、その代替

手段（例：ある CCIAsの職員であるナショナルエキスパートが他の地域の零細中小企業に対

して BDSを直接提供する等）についても確立する。 

4-2 他の BDS提供機関における BDS提供者の育成に関するモニタリング体制の確立 

 第二フェーズでは、第一フェーズで検討をした、ナショナルエキスパートが他の BDS提供

機関に対して継続的に BDSに関する研修を実施しているかを確認するためのモニタリング方
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法・体制等について、さらに検討を進め、最終的にその方法・体制等をアウトリーチ・アク

ションプランに盛り込んだものが JCCに承認されるよう支援する。モニタリング体制の確立

に当たっては、モニタリングする内容やその方法、モニタリング対象、モニタリングに関す

る責任者、実際にモニタリングする人員等について決定する。 

 

７． 成果品等 

(1) 報告書・技術協力成果品 

 「２．(3)プロジェクト成果・主な活動及び指標」に記載されている成果の達成状況は、以下の提

出物ならびにプロジェクト終了時評価調査の結果をもって確認する。成果品の記載事項および提出

時期等は以下のとおりとする。 

 

フェーズ レポート名 提出時期 部数など 

第一フェ

ーズ 

ワークプラン（W/P）（ド

ラフト-0号） 

業務開始から約二週間

以内 

（2013年 10月） 

和文 5部  

 

ワークプラン（W/P）（第

一号） 

業務開始から約 3ヵ月以

内 

（2013年 12月） 

英文 20部（うち先方へ 18部） 

和文 5部  

 

プロジェクト事業進捗

報告書（第一号） 

業務開始から約 12 ヶ月

経過時 

（2014年 9月） 

英文 20部（うち先方へ 18部） 

和文 5部  

 

ワークプラン（W/P）（第

二号） 

業務開始から 13 ヶ月以

内 

（2014年 10月） 

英文 20部（うち先方へ 18部） 

和文 5部  

 

プロジェクト事業完了 

報告書（第一号） 

第一フェーズ契約終了

時 

（2015年 3月） 

英文 20部（うち先方へ 18部） 

和文 5部  

レポートの CD-ROM(英文・和文) 

第二フェ

ーズ 

ワークプラン（W/P）（第

3号） 

第二フェーズ業務開始

から約二週間以内 

（2015年 4月） 

英文 20部（うち先方へ 18部） 

和文 5部  

 

プロジェクト事業進捗

報告書（第二号） 

第二フェーズ業務開始

から約 12ヶ月経過時 

（2016年 3月） 

英文 20部（うち先方へ 18部） 

和文 5部  

 

ワークプラン（W/P）（第

4号） 

第二フェーズ業務開始

から 13 ヶ月以内（2016

年 4月） 

英文 20部（うち先方へ 18部） 

和文 5部  

  

プロジェクト事業完了

報告書（第二号） 

第二フェーズ契約終了

時 

（2016年 10月） 

英文 20部（うち先方へ 18部） 

和文 5部  

レポートの CD-ROM(英文・和文) 
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<定期報告書> 

 ア ワークプラン（W/P）（第 0号～第 4号） 

   コンサルタントは、既存資料（詳細計画策定調査資料等）を整理分析し、ワークプラン（ド

ラフト）を作成し、現地作業開始時にパレスチナ側関係機関ならびに必要に応じて JCC への説

明および内容に関する協議を行う。また、この協議結果を踏まえたワークプラン（第 0号～第 4

号）を作成し、その内容について JICAの承認を得ることとする。 

年間ごとの業務計画については、主に下記の内容については、JICA に対して提案を行い、協

議を行うものとする。提案時期については、JICAの指示に従うこと。 

 （ｱ） 業務従事者派遣に係る業務 

 コンサルタントの指導分野、活動項目等は基本的に M/M（Minutes of Meeting）及び PO

のとおりであるが、業務の進捗に応じて具体的な技術指導分野の変更および分野ごとの派

遣期間・派遣時期などの変更を提案し、JICAによる承認を得てこれらを調整することも可

能である。 

（ｲ） C/P研修に係る業務 

 JICAが実施する C/P研修について、研修内容、時期、期間、人数、受入先候補機関など

を JICAに提案する。 

 （ｳ） 現地再委託に係る業務 

 必要に応じ作業の目的、作業計画、作業内容と数量を提案する。 

 

 イ プロジェクト事業進捗報告書（第一号～第二号） 

   コンサルタントは、業務開始後概ね 12ヶ月毎にプロジェクト事業進捗報告書を作成し、パレ

スチナ側ならびに JCC への説明および内容に関する協議を行う。また、この協議結果を踏まえ

プロジェクト事業進捗報告書を修正し、パレスチナ側関係機関、JICA 産業開発・公共政策部お

よび JICAパレスチナ事務所に提出することとする。プロジェクト事業進捗報告書には最低限以

下の事項を含む。 

(ｱ) 当該期を中心とする報告書作成時点までの事業実施の概要（内容、作業フロー、業務実

施人月表、当初計画との変更点およびその理由等） 

(ｲ) 当該期を中心とする報告書作成時点までの協力成果（当該期間の成果達成状況（PDM 各

指標等）、成果品等についての概要説明） 

(ｳ) 次期を中心とする今後の活動計画及び想定される成果 

(ｴ) 関連会議の議事録（プロジェクト実施のプロセスの把握を容易にするために、和文報告

書には、英文報告書にも含める JCC 等の公式な会議の議事録に加え、パレスチナ側関係

機関、本邦関係者、JICA等とのより日常的な会議の議事録も適宜盛り込むこととする。） 

(ｵ) BDSに関する研修の実施記録 

(ｶ) デモセミナー、オープンセミナーの実施記録 

(ｷ) 収集資料一覧表 

(ｸ) その他必要事項 

 



 20 

ウ プロジェクト事業完了報告書（第一号～第二号） 

コンサルタントは、プロジェクト終了までにプロジェクト事業完了報告書を作成し、パレス

チナ側関係機関ならびに JCC への説明および内容に関する協議を行う。また、この協議結果を

踏まえプロジェクト事業完了報告書を修正のうえ、JICA が開催する会議でプロジェクト事業完

了報告書に基づく最終報告を実施し、その内容について JICA の合意を得ることとする。なお、

プロジェクト事業完了報告書には最低限以下の項目を含めることとする。 

(ｱ) プロジェクトの背景･概要・実施方針 

(ｲ) プロジェクトの成果一覧 

(ｳ) 活動実施スケジュール（実績）  

POに活動実績を記入したもの 

(ｴ) 投入実績 

(ｵ) BDSに関する研修の実施記録 

(ｶ) デモセミナー、オープンセミナーの実施記録 

(ｷ) 技術移転活動の報告 

(ｸ) コンサルタント派遣実績（氏名、指導分野、派遣期間、業務概要等） 

(ｹ) モデル企業への診断・指導活動実績 

(ｺ) 研修員受入実績（研修員氏名、研修分野、研修期間、研修先、研修概要等） 

(ｻ) 供与機材実績（リスト、機材到着日・検収確認日、設置場所、利用・管理状況等） 

(ｼ) 一般業務費支出実績（年度毎の金額実績等） 

(ｽ) 再委託業務の概要、成果 

(ｾ) プロジェクト実施運営上の工夫、教訓 

(ｿ) PDMの変遷（PDM を改訂した経緯がある場合） 

(ﾀ) JCC開催記録 

 

＜技術協力成果品＞ 

 ア 講義用テキストおよびコンサルテーション OJT 用テキスト（A,B,C,D1,D2モジュール毎） 

   コンサルタントは、BDSに関する研修のために講義用テキストおよびコンサルテーション OJT

用テキストを作成し、TC において説明および内容に関する協議を行う。また、この協議結果を

踏まえ上記 2 つのテキストを修正し、実際の講義およびコンサルテーション OJT において用い

たものを、パレスチナ側関係機関、JICA産業開発・公共政策部および JICAパレスチナ事務所に

提出することとする（日本語または英語）。また、二年次の研修時には、一年次に作成したテキ

ストを改訂して用いる。そして、実際に二年次の研修で用いた改訂後のテキストを、パレスチ

ナ側関係機関、JICA産業開発・公共政策部および JICAパレスチナ事務所に提出することとする

（日本語・英語・アラビア語）。 

イ デモセミナーおよびオープンセミナーで使用した講演資料等 

   第一次契約期間に実施するデモセミナーおよび第二次契約期間に実施する 2 回のオープンセ

ミナーにおいて、コンサルタントおよびナショナルエキスパート候補者が実施するプレゼンテ

ーションで使用した講演資料および配布資料を、パレスチナ側関係機関、JICA 産業開発・公共

政策部および JICAパレスチナ事務所に提出することとする（日本語・英語・アラビア語）。 
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(2)  報告書作成にあたっての留意点 

 ア 各報告書はその内容を的確かつ簡潔に記述すること。必要に応じ図や表を活用すること。ま

た、英文等の外国語についてもネイティブ･スピーカー等によるチェックを十分に行い、読みや

すいものとすること。報告書本文中で使用するデータおよび情報については、その出典を明記

すること。 

 イ 各報告書のパレスチナ側への説明、協議に際しては、事前に JICAに提出し、承諾を得ること。 

 ウ 各報告書には、業務実施時に用いた通貨換算率とその適用年月日および略語表を目次の次の

頁に記載すること。 

 エ 報告書が主報告書と資料編の分冊形式になる場合は、主報告書とデータの根拠（資料編の項

目）との照合が容易に行えるよう工夫を施すこと。 

オ プロジェクト事業完了報告書については、製本することとし、その他の報告書等は簡易製本

とする。報告書等の印刷、電子化（CD-R）の仕様については『コンサルタント等契約における

報告書の印刷・電子媒体に関するガイドライン』を参照すること。 

 

(3) 現地再委託調査の成果品 

  現地再委託にて実施した業務結果については、業務完了報告書提出時に現地委託業務報告書を

提出する。 

 

(4) コンサルタント業務従事月報 

コンサルタントは、国内・海外における業務従事期間中の業務に関し、業務従事月報を作成し、

監督職員又は分任監督職員に提出する。 

 

(5) 収集資料 

  プロジェクト終了時に契約期間中に収集した資料、データおよびリスト一式（JICA 図書館の定

型様式）を提出する。 
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第３ 業務実施上の条件 

１．業務の工程 

(1) 業務実施期間 

 2013年 9月下旬に国内作業を開始し、2016年 10月終了を目処とする。 

 また、以下の２つの期間に分けて業務を実施する。 

 ・第一フェーズ（第一次契約）：2013年 9月～2015 年 3月 

 ・第二フェーズ（第二次契約）：2015年 4月～2016 年 10月 

FY25 FY26 FY27 FY28 

2 四

半期 

3 四

半期 

4 四

半期 

1 四

半期 

2 四

半期 

3 四

半期 

4 四

半期 

1 四

半期 

2 四

半期 

3 四

半期 

4 四

半期 

1 四

半期 

2四

半期 

3四

半期 

              

              

              

              

■：ワーキングプラン 

▲：事業進捗報告書 

★：プロジェクト事業完了報告書 

 

２．業務量の目途及び業務従事者の構成 

(1) 業務量の目途 

 業務量は、下記を目処とするが、効率的、かつ効果的な実施方法を提案すること。 

  第一フェーズ（第一次契約）： 25.99M/M 

  全体合計：47.32M/M 

(2) 業務従事者の構成（案） 

 本業務には以下に示す各分野の担当事項を担当する団員が参加することを基本とする。なお、上

記の業務量を超えない範囲において担当分野の変更･追加または統合・分離が必要と考えられる場合

は、明確な理由とともにプロポーザルにて提案すること。 

ア 総括（2号）：業務全体の計画運営とりまとめ 

イ 企業マネジメント：BDSに関する研修において、経営管理・財務管理分野を担当 

ウ マーケティング： BDSに関する研修において、マーケティングと販売分野を担当 

エ 生産管理／販売管理（3号）：BDSに関する研修において、生産管理と販売管理分野を担当 

オ 企業診断（3号）：BDS に関する研修において、企業診断分野を担当 

カ 業務調整／企業診断補助 

 

 (3) 通訳 

 通訳（英語⇔アラビア語）は必要に応じて現地傭上を可とする。 

 

第二次契約 

■(1号） 

■(2号） ■(3号） ■(4号） 

▲(1号） ▲(2号） 

★(1号） ★(2号） 

第一次契約 

■(0号) 



 23 

(4) ローカルコーディネーター 

 ローカルコーディネーターは、必要に応じて 2名程度、現地傭上を可とする。 

 

３．対象国の便宜供与 

  パレスチナ側の便宜供与については、R/Dを参照のこと。 

 

４．配布資料およびその他資料 

(1) 配布資料 

 ア 本プロジェクト R/D、M/M 

 イ 詳細計画策定調査報告書（案） 

ウ 調査団入手資料（CCIAs リスト、産業団体リスト等） 

 

（２）その他資料 

以下の報告書は JICA図書館ホームページにて閲覧可 

（URL：https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/Index.html） 

 ア 「パレスチナ中小零細企業育成準備調査」ファイナルレポート（要約） 

 イ 「パレスチナ中小零細企業開発に係る基礎情報収集・確認調査報告書」 

 ウ 「パレスチナジェリコ農産加工団地のための PIEFZA能力強化プロジェクト」プロジェクト事

業完了報告書 

 

５．業務用機材 

(1)車輌 

本プロジェクトで活用可能な車輌が１台ある。プロジェクト開始後に JICAパレスチナ事務所が調

達、JICA が車輌の保険をかけた上で、供与機材として先方政府に提供するものである（プロジェク

ト終了後に先方政府に供与する）。よって、見積には、ドライバー傭上費、燃料費のみ見積もること

とする。なお、車輌の調達に時間を要するため、プロジェクト開始後半年間のレンタカー費用は見

積もることとする。 

 

(2)その他 

その他業務遂行上必要な機材があれば、プロポーザルの中で提案すること。 

 

６．輸出管理 

 本契約において調達する供与機材及び携行機材について、コンサルタントが輸出貿易管理令およ

び輸出に関するその他法令により輸出申告書類として、許可証および証明書の取得を要するか否か

を確認し、JICA に対して所定の様式により報告するものとする。また、本契約により調達した資機

材を含め、コンサルタントが当該国に持ち込み、本邦に持ち帰らない機材であり、かつ輸出許可の

取得を要するものについては、コンサルタントが必要な手続きを行なうものとする。 

 

７．現地再委託 

本案件のモニタリング評価を目的とし、ベースライン調査を実施しすることとし現地再委託を行

https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/Index.html
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うことを想定している。当該業務について経験・知見を豊富に有する機関・コンサルタント・ＮＧ

Ｏに再委託して実施することを認める。 

現地再委託にあっては、「コンサルタント等契約における現地再委託契約手続きガイドライン

（2012年4月）」に則り選定及び契約を行うこととし、委託業者の業務遂行に関しては、現地におい

て適切な監督、指示を行うこと。プロポーザルでは、現地再委託対象業務の実施・監督方法等につ

き、可能な範囲でより具体的な提案を行うこと。 

 

８．安全管理 

現地作業期間中は安全管理に十分留意し、JICA パレスチナ事務所、在イスラエル国日本大使館に

おいて十分な情報収集を行うと共に、現地作業時の安全確保のための関係諸機関に対する協力依頼

及び調整作業を十分に行う。現地調査中は以下に示す JICAの安全管理基準を厳守し、防弾車が必要

な地域への移動を伴う場合は、JICA パレスチナ事務所へ防弾車を予約し、使用すること。なお、緊

急時の連絡体制については、特に万全を期し、事前に構築、JICAに周知しておくこと。 

現地作業中の安全管理体制をプロポーザルに記載すること。 

（１）ヨルダン川西岸地区における宿泊場所は、同事務所が定める安全対策措置にて指定された範

囲内の宿泊施設とする。 

（２）治安状況、移動手段等について同事務所と緊密に連絡を取るように留意し、日々の移動につ

いては、前日 17時までに同事務所宛に翌日の移動計画表を送付する。 

（３）現地調査時の海外保険は、購入保険の適用範囲を十分に確認の上、戦争特約が付保されるこ

とを確認する。本経費は、安全管理に係る経費として認める。 

 

９．その他 

（１）複数年度契約 

 本契約の各年次においては、それぞれ年度を跨る契約（複数年度契約）を締結することとし、年

度を跨る現地調査及び国内作業を継続して実施することができる。 

 経費支出についても、年度末に切れ目なく行えることとし、会計年度毎の精算は必要ない。 

（２）一般管理費等の加算 

 本業務の対象地域は治安面で十分に安定しているとは言い難い地域であり、通常とは異なる環境

下での特殊な業務が必要とされる。このため、一般管理費等について 10%を上限として加算し、技術

経費を計上することが出来るものとする。 

 

以  上  

別添：研修スケジュール例 
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